
 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年１月25日（火）19:00～21:30 

２ 場所 

中央合同庁舎３号館３階総合政策局会議室A・B 

３ 相手方 

美添座長、稲葉委員、川崎委員、西郷委員、土屋委員、樋田委員、舟岡委員 

４ 議事概要 

第１回検討会議（18:00-19:00）終了後、今後の進め方について意見交換を行った。 

委員からの主な意見は以下のとおり。 

・   推計手法を議論する前提として、集計データがどのように保存されているかなど、統

計の作成プロセスを実際に見てみたい。 

→各委員から調査票情報の守秘義務に係る誓約書を頂いた上で、次回は、統計実務 

調査として、統計の作成プロセスを実際に見ていただくこととなった。 

・   紙媒体の調査票の精査に必要となる人員をきちんと確保するべきである。 

・   調査票が残存していない時期は推計によらざるを得ない。推計手法を検討するため

には、毎月のデータを事業者ごとに紐づけたパネルデータを作成して検証する必要

がある。 

・   第１回は会議公開だったが、委員間の率直な意見交換を確保できるように、当面の

間は非公開とするべきではないか。 

→次回検討会議に向けて、検討会議の当面の運営について引き続き検討することとな

った。 

 

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年２月２日（水）16:00～18:00 

令和４年２月３日（木）13:00～15:00 

令和４年２月８日（火）16:00～17:00 

２ 場所 

中央合同庁舎２号館11階国土政策局会議室 

中央合同庁舎３号館B1階電算室 

３ 相手方 

美添座長、稲葉委員、川崎委員、西郷委員、土屋委員、樋田委員、舟岡委員 

４ 議事概要 

統計実務調査として、国土交通省より統計作成プロセスの概要を説明後、各委員に

統計作成プロセスを実際にご覧いただいた。 

５ 国土交通省提出資料 

別添のとおり 

 

以上 

  



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元→ 発出先

建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る
遡及改定に関する検討会議（統計実務調査）資料

統計実務調査① 日時：令和４年２月２日（水）１６：００－１８：００
統計実務調査② 日時：令和４年２月３日（木）１３：００－１５：００
統計実務調査③ 日時：令和４年２月８日（火）１６：００－１７：００

（場所：中央合同庁舎２号館11階 国土政策局会議室）
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建設工事受注動態統計調査の審査・集計プロセス（概要）
建設業者 都道府県

（統計調査員
（現在は東京都のみ）経由含む）

電子調査票
（全体の約１割
（R.2ベース））

紙の調査票
（全体の約９割
（R.2ベース））

国土交通省
総合政策局情報政策課
建設経済統計調査室

都道府県による整
理審査の後、国土

交通省に提出

都道府県を経由しない

郵送 郵送

e-Gov（電子政府の総合窓口）を
経由して提出

大手50社以外
（約12,000社）

大手50社
※乙調査と合わせて実施

電子調査票 都道府県を経由しない

電子メールにて提出

エクセルファイル
（＋CSVファイル）

紙 紙 紙

エクセルファイル
（＋CSVファイル他）

エクセルファイル エクセルファイル

毎月10日までに回収 毎月20日までに回収

※建設経済統計調査室のファイ
ルサーバーに保存される

※建設経済統計調査室の
共有フォルダに保存される

※建設経済統計調査室の棚
等に保存される
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建設工事受注動態統計調査の審査・集計プロセス（概要）
テキストデータ化

電子調査票
（全体の約１割
（R.2ベース））

紙の調査票
（全体の約９割
（R.2ベース））

OCRで読み取り
（電算室）

電子調査票

目視での記載漏れ等の確認・修正

各個票の確認・修正

茶筒

エクセルデータ（＋CSVファイル
他）を茶筒に取り込み、当該茶
筒はCSVファイル中に不要な改行
等があるか否かをチェック。不要な
改行等のあるCSVファイルは修正。

アクセスデータ

テキストデータ

目視での記載漏れ等の確認・修正

"kj" 
フォルダ CSVファイルのアクセス化

目視での記載漏れ
等の確認・修正茶筒チェックを終えたファイルが自

動的にKjフォルダに格納される

テキストデータ化
（統計室職員）

テキストデータ化
（電算室）

テキストデータ

テキストデータ

=電子調査票集約のマクロ

大手50社以外
（約12,000社）

データチェック
システムへ取

り込み

データチェッ
クシステムへ
取り込み

データチェッ
クシステムへ
取り込み

大手50社
※乙調査と合わせて実施
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建設工事受注動態統計調査の審査・集計プロセス（概要）
データチェックシステムでのエラー修正

電子調査票
（全体の約１割
（R.2ベース））

紙の調査票
（全体の約９割
（R.2ベース））

電子調査票

大手50社以外
（約12,000社）

大手50社
※乙調査と合わせて実施

①テキストデータのデータチェック
システムへの取り込み

②取り込んだテキストデータをデータチェックシステ
ムでエラーチェック
→この際、エラーチェックと同時に、データ
チェックシステム上で、調査票に記載され
ている完成予定年月が自動的に提出月
に置換される（完成予定年月の修正）

③エラーがある場合は、エラー符号と共に個々の
調査票の内容が一覧表示される（左図）。
同時に、同一事業者から複数月の調査票
が一度で提出されている場合、当該事業者
に係る情報が一覧表示される（右図）。

（次頁へ）



データチェックシステムでのエラー修正、テキストデータのセット
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建設工事受注動態統計調査の審査・集計プロセス（概要）

電子調査票
（全体の約１割
（R.2ベース））

紙の調査票
（全体の約９割
（R.2ベース））

電子調査票

大手50社以外
（約12,000社）

大手50社
※乙調査と合わせて実施

⑥各個票の
修正後、
テキスト
データを国
交省内で
セット

⑦国交省内で一度セットしたテ
キストデータを政府共通イン
フォメーションボードを経由し
て統計センターに提出

④個々の項目を選択すると、
個々の調査票が出現

⑤各個票を修正
⇒この際、合算
問題が発生

（次頁へ）

＜修正フロー（例）＞

同一事業者から複数月
の調査票が一度で提出
されている場合に複数月
分の額を合算。

同一事業者から複数月の
調査票が一度で提出され
ている（6か月分）

黄色塗りつぶし部分
が合算部分



テキストデータの修正

建設工事受注動態統計調査の審査・集計プロセス（概要）

電子調査票
（全体の約１割
（R.2ベース））

紙の調査票
（全体の約９割
（R.2ベース））

電子調査票

大手50社以外
（約12,000社）

大手50社
※乙調査と合わせて実施

⑨統計センターは、エラー内容
をとりまとめたエクセルデータを
国交省に送付。

エラーリスト（エクセ
ル）

キャプション

⑧統計センターは、テキスト
データを確認後、エラー内容
をエクセルデータでとりまとめ。

⑩国交省は統計セン
ターより送付されたエ
クセルファイルに記載
されたエラー内容を
踏まえて当該エクセ
ルファイルを修正。

⑪国交省は修正したエクセル
ファイルを統計センターに提出。

（次頁へ）

←統計センターから指摘された修正内容案
←（上記指摘を踏まえた）国交省の修正内容
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テキストデータのセット、集計

建設工事受注動態統計調査の審査・集計プロセス（概要）

電子調査票
（全体の約１割
（R.2ベース））

紙の調査票
（全体の約９割
（R.2ベース））

電子調査票

大手50社以外
（約12,000社）

大手50社
※乙調査と合わせて実施

回収
率の
逆数
が記
載さ
れる

⑫統計センターはエクセルデータを踏まえて最終版テキストデータを作成
⇒この際、統計センターはテキストデータの各業者毎のデータに、都道府県（47）×
サンプリング層（11）別に回収率の逆数を記載（これにより、二重計上問題、
推計方法が不明確（大手50社の算入）問題が発生）

⑭統計センターは最終版テキストデータ
を国交省に送付

⑬統計センターは最終版
テキストデータを元に、
集計結果のエクセル
データを作成し、国交
省に送付。

⑮国交省は最終版テキス
トデータを元に国交省
内のファイルサーバーにて
公表資料（エクセル）
を作成

回収
率の
逆数
が記
載さ
れる

結果は同じ
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＜主な流れ＞

① 都道府県から国交省へ調査票が届く。
② 表面、裏面の内容をチェックする。
③ ＯＣＲで読み込む。（紙調査票をデータ化）
④ オンライン調査票を読み込む。（オンライン調査票をデータ化）
⑤ エラーチェックシステムにかける。
⑥ 大手５０社データの統合
⑦ 統計センターにデータを送付して再度エラーを確認する。
⑧ 統計センターから返ってきたデータから公表資料や帳票を作成する。
⑨ データを保存する。

建設工事受注動態統計調査の審査・集計プロセス
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② 表面、裏面の内容をチェックする。※チェックポイント~都道府県担当者会議より

建設工事受注動態統計調査の審査・集計プロセス
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建設工事受注動態統計調査の審査・集計プロセス
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建設工事受注動態統計調査の審査・集計プロセス
③ ＯＣＲで読み込む ~ 業者指示マニュアルより
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建設工事受注動態統計調査の審査・集計プロセス
④ オンライン調査票を読み込む。（オンライン調査票をデータ化）

・ オンライン申請（e-Gov)が入ったフォルダを確認

・ アプリケーション（茶筒という。）を使用し、集計の準備のためにフォルダを移動

・ 茶筒を起動させる。

・ 中身の形式に問題のないデータが、新規フォルダへ移動

・ アクセスにとりこみ、テキストデータ化



13

建設工事受注動態統計調査の審査・集計プロセス

⑤ エラーチェックシステムにかける。 ※ チェックポイント~手引きより
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建設工事受注動態統計調査の審査・集計プロセス

⑤ エラーチェックシステムにかける。
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建設工事受注動態統計調査の審査・集計プロセス

⑥ 大手５０社データの統合

・ 大手５０社調査の担当からエクセルデータをもらってDATファイルに加工して、
データを統合

⑦ 統計センターから帰ってきたデータから公表資料や帳票を作成する。

・ 最終的に数個のエラーを確認して、個票データを確定させ、帳票等を作成する。

⑧ データを保存する。



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年２月８日（火）17:00～21:00 

２ 場所 

中央合同庁舎２号館11階国土政策局会議室 

３ 相手方 

美添座長、稲葉委員、川崎委員、西郷委員、土屋委員、樋田委員、舟岡委員 

４ 議事概要 

統計実務調査の結果を踏まえ、今後の進め方について意見交換を行った。 

委員からの主な意見は以下のとおり。 

・   紙媒体の調査票に記載されている受注月は、OCRで読み込めないが、推計を行う

に当たっては非常に重要な情報であり、調査票の精査によってデータ化して活用す

るべきである。 

・   完成予定年月の修正についての対応方針を議論するためには、国土交通省から事

業者に対してヒアリングを行って、完成予定年月が受注月よりも前になっている個別

工事の実態を調べるべきである。 

・   一部都道府県合算の影響については、R2.1月分～R3.3月分以外の時期について

追加調査を行うべきである。 

 

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年２月22日（火）15:00～19:00 

２ 場所 

中央合同庁舎中央合同庁舎2号館共用会議室2A 

３ 相手方 

美添座長、稲葉委員、川崎委員、西郷委員、土屋委員、樋田委員、舟岡委員 

４ 議事概要 

国土交通省より建設工事受注動態統計調査の推計手法、および建設総合統計の

概要について説明を行い、今後の進め方について意見交換を行った。 

委員からの主な意見は以下のとおり。 

・   国土交通省において今後予定している、遅れてきた調査票を本来の受注月に反映

させる遡及改定については、統計精度向上の観点からは重要であるものの、二重

計上等の影響を排除しようとする今回の遡及改定の検討とは切り離して考えるべき

である。 

・   建設総合統計についても今回の検討の対象に含めるべきである。 

５ 国交省提出資料 

別添のとおり 

 

以上 

  



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

ご説明資料
（建設工事受注動態統計関係）

令和４年２月２２日



建設工事受注動態統計調査の復元イメージ

1

前月分合算（旧推計公表値）

当月分のみ（新推計公表値）

過月分合算

本来月戻し

①本来の数値の復元・推計

２か月以上遅れた調
査票のデータ化、提出
月の推計等により「過
月分合算」及び「本来
月戻し」を復元・推計

②推計手法の検討

「過月分合算」から「本
来月戻し」を推計する
ための手法を検討

過去分（令和元年度以
前）の「過月分合算」
データから「当月分の
み」及び「本来月戻し」
の数値を推計

※重点調査期間（令和２年度分）で検証

※不適切処理の影響も排除

※不適切処理の影響も排除



建設工事受注動態統計調査の復元イメージ（当月分のみ）

2

５月 ６月 ７月 ８月

平均受注高

20億円
と推計

平均受注高

20億円
と推計

平均受注高

20億円
と推計

6月分
5億円

7月分
10億円

8月分
15億円

6月7月の推計値を控除せず
8月提出分の実数を合算
⇒二重計上問題

8月受注高を30億円
と調査票を書き換えて処理
⇒合算問題

上記の場合、原データは以下のとおりとなっている

受注高 なし
調査票 0枚

受注高30億円
調査票3枚

受注高 なし
調査票 0枚

受注高 なし
調査票 0枚

５月 ６月 ７月 ８月

8月は調査票枚数（3枚）と合算後の受注高（30億円）がデータ化されている

５月 ６月 ７月 ８月

受注高

億円
と推計

平均受注高

20億円
と推計

合算の影響を排除するため、調査票枚数
（3枚）に応じて合算前の受注高を推計

右記推計を除き
平均受注高を推計

平均受注高

20億円
と推計

平均受注高

20億円
と推計

≤30億円



建設工事受注動態統計調査の復元イメージ（本来月戻し）

3

５月 ６月 ７月 ８月

平均受注高

20億円
と推計

平均受注高

20億円
と推計

平均受注高

20億円
と推計

6月分
5億円

7月分
10億円

8月分
15億円

6月7月の推計値を控除せず
8月提出分の実数を合算
⇒二重計上問題

8月受注高を30億円
と調査票を書き換えて処理
⇒合算問題

上記の場合、原データは以下のとおりとなっている

受注高 なし
調査票 0枚

受注高30億円
調査票3枚

受注高 なし
調査票 0枚

受注高 なし
調査票 0枚

５月 ６月 ７月 ８月

8月は調査票枚数（3枚）と合算後の受注高（30億円）がデータ化されている

５月 ６月 ７月 ８月

受注高

億円
と推計

平均受注高

20億円
と推計

合算の影響を排除するため、調査票枚数（3枚）に応じて合算前の受注高を推計右記推計を除き
平均受注高を推計

受注高

億円
と推計

受注高

億円
と推計

+ +
=30億円



データセットにおいて利用可能な変数

4

観測単位： i: 回答者、t: 提出月（例：５月１日から５月末日までに提出された調査票はt=４月）

推計手法検討用の標本（R2.4月分～
R3.3月分のパネルデータ）

推計対象標本（調査票あり）（H28.4月分
～R元.11月分）

推計対象標本（調査票なし）（～H28.3月
分）

１．回答者単位の変数

①工事受注高（工事種類（３）×発注者区
分（３））×月別
※複数月分提出の場合は、各月別

②その月に提出された調査票の枚数
③その月に提出された各票別の受注月

④資本金 など

２．個別工事単位の変数
①受注月

②請負契約額
③完成予定年月
※過去年月の修正なし

④発注者
⑤工事区分 など

１．回答者単位の変数

①工事受注高（工事種類（３）×発注者区
分（３））×１

※複数月分提出の場合は、１枚（＝１つの
変数）に合算

②その月に提出された調査票の枚数

③その月に提出された各票別の受注月
（欠測あり）

④資本金 など

２．個別工事単位の変数
①受注月（欠測あり）

②請負契約額
③完成予定年月

※過去年月を提出月に修正済み・修正
前の情報を復元予定

④発注者
⑤工事区分 など

１．回答者単位の変数

①工事受注高（工事種類（３）×発注者区
分（３））×１

※複数月分提出の場合は、１枚（＝１つの
変数）に合算

②その月に提出された調査票の枚数
※各票別の受注月の情報なし

④資本金 など

２．個別工事単位の変数

①当該工事が記載されていた調査票の番
号（複数枚提出の場合）
※工事の受注月の情報なし

②請負契約額
③完成予定年月

※過去年月を提出月に修正済み・復元
不能

④発注者
⑤工事区分 など

※赤字の変数は調査票の精査によりデータ化予定。

【留意点】推計手法検討用の標本において、受注月から２か月以上遅れて提出された調査票のうち、R3.1月分集計時以降に提出された
ものは、提出月が不明。
（例：R3.1月分集計時に提出された受注月＝10月分の調査票は、R3.1月分集計時分以降に提出されたことしか分からない）

→推計手法検討用のデータセットを完成させるためには、提出月が不明である調査票の扱いを決める必要
（例：提出月が不明である調査票については、一律で、提出月が受注月＋２であると取り扱う、等）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ご説明資料
（建設総合統計関係）

令和４年２月２２日



建設総合統計について

概要

「建築着工統計調査」、「建設工事受注動態統計調査」の２つの統計から得られる工事費額を着工

ベースの金額としてとらえ、これらを月々の出来高ベースに展開して建設工事の出来高を推計するこ

とで建設活動を総合的に把握することを目的とした加工統計。国内総生産（GDP）の公的固定資本形

成の算定等に利用。

公表時期 ： 毎月

○建設工事の出来高（工事種別）

▲ 20

▲ 10
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1
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1
1
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1
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1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

1月 2月 3月

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

（前年同月比：％）（単位：億円） 【建設総合統計】出来高推移（参考）

【民間】居住用 【民間】非居住用 【民間】土木 【公共】居住用 【公共】非居住用 【公共】土木 総計（前年同月比）

※出来高の金額は名目値

主な結果（令和２年度）

総計 53兆2,719億円
民 間 29兆5,266億円

うち建築 24兆1,122億円
〃土木 5兆4,144億円

公 共 23兆7,453億円
うち建築 4兆2,019億円
〃土木 19兆5,434億円

1



過月分の合算及び二重計上について（建設総合統計）

事業者A

事業者B

事業者C
期限までに
提出なし
(実際は
工事15件・
30億円)

工事10件
20億円

工事10件
20億円

工事10件
20億円

工事20件
40億円

＜実際の提出状況＞

7月 8月

提出なし
⇓

工事0件
20億円
と推計

＜調査票の処理＞

7月 8月

①合算

○ 期限を過ぎて過月分の調査票がまとめて提出された場合、提出月に合算（①）
○ 期限を過ぎた過月分について、平均的な請負受注額を与えてしまったため、二重計上が発生（②）

提出なし
⇓

工事0件
15億円
と推計

6月

期限までに
提出なし
(実際は
工事15件・
30億円)

工事10件
20億円

工事5件
10億円

6月

8月
工事60件
120億円

＜~R1.11＞
過月分＋当月分

8月
工事45件
90億円

＜R1.12~R3.3＞
（旧推計分)
前月分＋当月分

8月
工事30
件・ 60
億円

7月
工事15
件・ 30
億円
（期限を
過ぎて
提出）

6月
工事15
件・ 30
億円
（期限を
過ぎて
提出）

②二重計上
＜H25.4~＞
回収率の逆数を
乗じる推計を実施

工事10件
20億円

工事10件
20億円

工事10件
20億円

工事20件
40億円

工事10件
20億円

工事5件
10億円

8月
工事
30件・
60億
円

7月
工事
15件・
30億
円

6月
工事
15件・
30億
円
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２０１８
（H30）年度

２０１９
（R元）年度

２０２０
（R2）年度

２０２１
（R3）年度

H３０年度 建設
H３０年度 受注

H３０年度
着工 ×

R元年度
着工 ×

R2年度
着工 ×

R3年度
着工 ×

★丸数字は、建設工事受注動態統計調査における不適切な処理

①過去月分を合算（調査票を書き換え）

②推計方法が不正確（大手50社の算入）
③二重計上

④国において前月分のみ合算

⑤一部都道府県において合算処理継続

⑥完成予定年月を修正

①②
③⑥

②③④
⑤⑥

⑤⑥

着工 ： 着工相当額
建設 ： 建設投資額
受注 ： 受注総額

凡 例

①②
③⑥

①②③
④⑥

①②
③⑥

①②
③⑥

①②
③⑥

＜建設総合統計の遡及改定＞
建設総合統計では、補正率に直近年度の建設投資額とその年度の受注統計に基づく元請受注
高を利用している。（毎年４月分の公表に合わせて、建設投資額の年度を更新する遡及改定をおこ
なっている。）

＜受注統計の不適切な処理による建設総合統計への影響＞

建設総合統計について

H３０年度 建設
H３０年度 受注

H３０年度 建設
H３０年度 受注

H３０年度 建設
H３０年度 受注

3



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年２月28日（月）16:00～18:00 

２ 場所 

オンライン（美添座長は来庁） 

３ 相手方 

美添座長、稲葉委員、川崎委員、樋田委員、舟岡委員 

４ 議事概要 

国土交通省よりパネルデータの作成状況について説明し、パネルデータの作成に

向けた指導・助言をいただいた。 

 

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年３月２日（水）16:00～18:00 

２ 場所 

オンライン（美添座長、土屋委員は来庁） 

３ 相手方 

美添座長、川崎委員、西郷委員、土屋委員 

４ 議事概要 

前回に引き続き、国土交通省よりパネルデータの作成状況について説明し、パネル  

データの作成に向けた指導・助言をいただいた。 

また、構成員に西牧委員補佐を追加し、土屋委員及び西牧委員補佐に当面のデー

タ分析作業のご協力をいただくこととなった。 

  

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年３月７日（水）18:15～20:15 

２ 場所 

オンライン 

３ 相手方 

美添座長、土屋委員、西牧委員補佐 

４ 議事概要 

美添座長、土屋委員、西牧委員補佐との間で、パネルデータの作成状況やデータ

分析作業等について意見交換を行った。 

 

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年３月８日（火）18:30～20:30 

２ 場所 

オンライン 

３ 相手方 

美添座長、土屋委員、西牧委員補佐 

４ 議事概要 

前回に引き続き、美添座長、土屋委員、西牧委員補佐との間で、パネルデータの作

成状況やデータ分析作業等について意見交換を行った。 

  

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年３月10日（木）13:30～15:30 

２ 場所 

オンライン 

３ 相手方 

美添座長、土屋委員、西牧委員補佐 

４ 議事概要 

前回に引き続き、美添座長、土屋委員、西牧委員補佐との間で、パネルデータの作

成状況やデータ分析作業等について意見交換を行った。 

 

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年３月11日（金）16:00～20:00 

２ 場所 

中央合同庁舎３号館総合政策局会議室 

３ 相手方 

美添座長、稲葉委員、川崎委員、西郷委員、土屋委員、樋田委員、舟岡委員、 

西牧委員補佐 

４ 議事概要 

国土交通省よりパネルデータの作成状況について報告を行ったほか、土屋委員より 

データ分析作業の状況について報告があり、遡及改定に向けた推計手法について委

員間で意見交換が行われた。 

  

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年３月14日（月）17:30～19:30 

２ 場所 

オンライン 

３ 相手方 

美添座長、土屋委員、西牧委員補佐 

４ 議事概要 

前回に引き続き、美添座長、土屋委員、西牧委員補佐との間で、パネルデータの作

成状況やデータ分析作業等について意見交換を行った。 

 

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年３月16日（水）18:30～20:30 

２ 場所 

オンライン 

３ 相手方 

美添座長、土屋委員、西牧委員補佐 

４ 議事概要 

前回に引き続き、パネルデータの作成状況やデータ分析作業等について意見交換

を行った。 

 

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年３月18日（金）18:30～20:30 

２ 場所 

オンライン 

３ 相手方 

美添座長、稲葉委員、西郷委員、土屋委員、土屋委員、樋田委員、西牧委員補佐 

４ 議事概要 

国土交通省よりパネルデータの作成状況について報告を行ったほか、土屋委員より 

データ分析作業の状況について報告があり、遡及改定に向けた推計手法について委

員間で意見交換が行われた。 

  

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年３月22日（火）13:00～15:00 

２ 場所 

オンライン 

３ 相手方 

美添座長、稲葉委員、川崎委員、西郷委員、土屋委員、樋田委員、舟岡委員、西牧

委員補佐 

４ 議事概要 

国土交通省より建設総合統計の作成方法について説明を行ったほか、今後の進め

方について意見交換を行った。また、美添座長より各委員に対し、遡及改定に向けた

推計手法の案を提示するよう依頼がなされた。 

５ 国交省提出資料 

別添のとおり 

 

以上 

  



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ご説明資料（建設総合統計関係）

２０２２年３月２２日（火曜日）



国内総支出と建設投資の関係（2019年度）

1

ＧＤＥ（＝ＧＤＰ）

輸入(控除)

▲96.0兆円

(▲17.1%)

公的 在庫変動

29.3兆円 2.0兆円

(5.2%) (0.4%)

　　　　　民間非住宅建設 民間土木
17.0兆円 (3.0%) 民間非住宅

　民間建築補修（改装・改修）

 ： 建設投資

559.7兆円

不動産仲介
　　　　手数料

(4.1%)

6.5兆円

機　　械　　等

政府建設 

22.7兆円

(1.2%)

民間企業設備

91.6兆円

(16.4%)

416.0兆円

(74.3%)

総資本形成

5.4兆円

144.3兆円

(25.8%)

輸出

95.5兆円

(17.1%)

消費

(2.9%)

民間消費

304.2兆円

(54.4%)

政府消費

111.7兆円

(20.0%)

総固定資本形成

在
庫

民間住宅

21.4兆円

(3.8%)

11.6兆円

民間住宅

16.3兆円

機　　械　　等



（参考）受注統計、建築着工統計と建設総合統計の関係

※ 数字は令和２年度
建設工事受注動態統計

（総計 ７９．６兆円）

下請 ２５．５兆円
（３２．０％）

元請 ５４．１兆円 （６８．０％）

公共土木・公共建築
民間土木

２１．９兆円 （２７．６％）

国・自治体 １．９兆円（７．７％）

民間建築
（会社・団体・個人）

２２．６兆円 （９２．３％）

建築着工統計
（総計 ２４．５兆円）

民間建築
２４．１兆円 （４５．３％）

公共土木・公共建築
民間土木

２９．２兆円 （５４．７％）

建設総合統計
（総計 ５３．３兆円）

民間建築等
３２．２兆円 （４０．４％）

現在の受注/着工総額

過去の受注/着工総額
×過去の建設投資額

（決算ベース）
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額

工
期

月別出来高
に展開

当
該
月

工
期
末

建設総合統計の作成方法

① 調査票裏面の工事１件毎の請負契約
額（Ⓐ）を着工相当額とする

（調査票裏面）

額

工期当
該
月

工
期
末

補正率

② 工事１件毎の着工相当額に進捗率を
乗じて月別出来高に展開する

③ 月別出来高に修正倍率（補正率）を
乗じて建設投資額を推計する

※進捗率は工事区分、工事種類(Ⓑ)と予定工期(Ⓒ)
から決まるもの

④ 建設投資額に前月までの累計出来高
を合算する

着
工
相
当
額

額

当
該
月

当
該
月

工
期
末

前月までの
累計出来高

工
期

翌月以降
の出来高

当該月の
出来高

額

当
該
月

工
期
末

工期

額

⑤ 合算した累計出来高から翌月以降の
出来高を差し引いて当該月の出来高
を算定する

※着工相当額は各標本毎に定められる抽出率の逆
数及び回収率の逆数を乗じる推計を行っている
（いずれの乗率も調査票表面から得られる）

Ⓐ Ⓒ

工事区分、
工事種類
を把握

請負契
約額を
把握

予定工期を
把握

※完成予定年
月と調査票提
出年月の差

〇〇工事

△△工事

〇△工事

・
・

・

Ⓑ

補正率＝
直近年度の建設投資額

受注統計に基づく
上記年度の元請受注総額

工事区分,工事種類(Ⓑ),予定工期(ⓒ)
は調査票裏面に記載の項目

※必要に応じ、冬期修正率を乗じる

（参考）建設総合統計の作成方法について

※元請受注総額は調査票裏面Ⓐの年度計
※各標本毎に定められる抽出率の逆数及び回収
率の逆数を乗じる推計を行っている（いずれ
の乗率も調査票表面から得られる）

※「着工相当額」及び「元請受注総額」は各標本毎に定められる抽出率の逆数及び回収率の逆数を乗じる推計を行っている（いずれの乗率
も調査票表面から得られる）。

各月の
出来高

＝ 直近年度の建設投資額各月の
着工相当額 受注統計に基づく

上記年度の元請受注総額

補正率

×

＜各月の出来高の算定＞
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（公共表）出来高ベース

表－３　地域別・工事種類別－月別工事費　　
地域 工事種類 2020年度 2020年 2020年 2020年 2020年

計 4月 5月 6月 7月

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
全国 合計 23,720,508 1,487,714 1,369,450 1,521,040 1,611,040

土木 19,689,540 1,212,515 1,115,612 1,239,200 1,306,142

治山・治水 2,527,942 128,388 114,469 139,171 144,376
農林水産 1,379,941 62,892 42,261 52,701 76,634

道路 7,566,900 508,011 485,348 536,699 544,003

港湾・空港 717,910 49,143 49,146 51,994 54,438
下水道 1,745,943 122,770 106,104 115,563 117,428

公園 314,782 13,510 9,224 11,156 12,365

災害復旧 1,039,211 72,275 64,118 67,139 71,740
土地造成 262,267 16,744 16,297 17,583 17,773

鉄道・軌道 409,617 35,480 36,219 36,183 33,723

電気・ガス 24,793 1,930 1,949 2,048
上・工業用水道 1,757,721 99,530 94,884 100,861 113,536

廃棄物処理 248,839 19,703 19,838 20,160 18,462

維持補修 573,847 28,502 24,920 27,841 33,284
その他 1,119,827 53,637 50,836 60,103 66,186

建築 4,030,968 275,199 253,838 281,840 304,897

居住用 461,208 29,426 27,698 31,449 35,185
その他 3,569,760 245,773 226,141 250,391 269,712

北海道 合計 2,168,673 83,338 78,503 98,613 141,947

土木 1,958,018 70,056 65,537 83,584 125,036
治山・治水 420,657 11,332 7,356 9,798 18,204

農林水産 485,879 10,965 10,231 16,407 32,939

道路 452,807 22,626 20,462 26,154 34,813
港湾・空港 77,817 3,077 3,666 4,359

下水道 69,112 2,952 4,470 6,049

公園 67,810 117 78 283

災害復旧 115,259 5,002 3,959 4,985
土地造成 8,096 575 643 771

鉄道・軌道 89,937 7,455 7,619 7,770

電気・ガス 818 86 85 58
上・工業用水道 107,562 2,633 3,167 3,398

（参考）建設総合統計 公表値

4

総合表（表－1,表－2）

（民間土木表）出来高ベース

表－１５　地域別・発注者別－月別工事費　
地域 発注者 2020年度 2020年 2020年 2020年

計 4月 5月 6月
百万円 百万円 百万円 百万円

全国 合計 5,414,377 443,109 409,427 431,035

農林漁業 21,018 1,277 1,806 1,271
鉱業、建設業 182,461 15,675 14,383 15,135

製造業 564,891 44,821 44,597 45,288
電気・ガス・熱供給・水道業 1,492,120 117,790 113,384 117,975

運輸業 1,630,816 138,275 119,347 116,598
情報通信業 542,875 45,620 41,507 60,883

卸売・小売業 80,897 4,938 4,867 4,994
金融・保険業 56,472 6,073 5,411 4,943
不動産業 263,200 21,394 20,575 19,244

サービス業 418,279 36,510 32,386 32,519
その他 161,348 10,737 11,164 12,185

北海道 合計 162,551 8,748 9,756 12,338
農林漁業 1,982 110 231

鉱業、建設業 6,612 711 706
製造業 20,932 1,582 2,018 2,260
電気・ガス・熱供給・水道業 43,056 2,526 2,765 3,148

運輸業 44,397 1,480 1,484 2,150
情報通信業 20,893 777 673 1,148

卸売・小売業 1,392 130 116
金融・保険業 803 77 48

不動産業 8,648 155 157
サービス業 10,287 796 1,082 1,334
その他 3,547 405 478

（民間土木表）出来高ベース

表－１６　都道府県別・発注者別－年度計工事費

年度 発注者 北海道 青森県 岩手県 宮城県

百万円 百万円 百万円 百万円

2020年度 合計 162,551 103,336 66,710 138,691

農林漁業 1,982 71 303

鉱業、建設業 6,612 666 2,240 6,289

製造業 20,932 6,621 2,674 11,862

電気・ガス・熱供給・水道業 43,056 70,066 15,977 54,546

運輸業 44,397 9,962 26,990 23,416

情報通信業 20,893 481 649 4,948

卸売・小売業 1,392 795 1,781 5,227

金融・保険業 803 143 484

不動産業 8,648 256 7,703 14,434

サービス業 10,287 9,301 2,233 15,564

その他 3,547 4,974 5,676 1,555

年度 発注者 東京都 神奈川県 新潟県 富山県

百万円 百万円 百万円 百万円

2020年度 合計 715,045 359,526 120,286 35,405

農林漁業 593 93 165 1,024

鉱業、建設業 11,828 8,238 2,467 1,122

製造業 13,635 34,341 8,008 2,969

電気・ガス・熱供給・水道業 58,176 32,074 60,403 14,286

運輸業 370,807 190,842 30,950 4,554

情報通信業 114,745 35,001 4,932 4,490

卸売・小売業 4,158 7,238 1,611

金融・保険業 19,720 511 443

不動産業 42,513 13,965 4,540 3,259

サービス業 62,997 23,162 5,176 2,177

その他 15,874 14,061 1,594 1,122

年度 発注者 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県

百万円 百万円 百万円 百万円

2020年度 合計 58,103 91,711 283,515 155,574

農林漁業 347 145 57

（民間土木表）出来高ベース
表－１７　発注者別・工事種類別－月別工事費　

発注者 工事種類 2020年度 2020年 2020年

計 4月 5月

百万円 百万円 百万円
総計 合計 5,414,377 443,109 409,427

発電用土木 1,138,386 95,481 92,704

鉄道 1,462,480 126,454 108,306

土地造成・埋立 361,480 29,417 27,300
埠頭・港湾 90,361 6,552 7,153

道路 77,811 6,376 6,148

電気・通信等の電線路 977,174 77,939 71,934

管工事 211,759 15,606 15,064
ゴルフ場建設 6,263 537

構内環境整備 202,753 17,529 16,763

その他の土木 885,912 67,219 63,632

農林漁業 合計 21,018 1,277 1,806
発電用土木 953 114

鉄道 0 0

土地造成・埋立 4,355 385

埠頭・港湾 304 6
道路 629 66

電気・通信等の電線路 223 16

管工事 616 11

ゴルフ場建設 0 0
構内環境整備 2,886 241

その他の土木 11,052 437 1,066

（民間土木表）出来高ベース

表－１８　地域別・工事種類別－月別工事費　

地域 工事種類 2020年度 2020年

計 4月

百万円 百万円

全国 合計 5,414,377 443,109

発電用土木 1,138,386 95,481

鉄道 1,462,480 126,454

土地造成・埋立 361,480 29,417

埠頭・港湾 90,361 6,552

道路 77,811 6,376

電気・通信等の電線路 977,174 77,939

管工事 211,759 15,606

ゴルフ場建設 6,263 537

構内環境整備 202,753 17,529

その他の土木 885,912 67,219

北海道 合計 162,551 8,748

発電用土木 39,285 2,279

鉄道 38,417 1,428

土地造成・埋立 7,510 528

埠頭・港湾 11,429 453

道路 1,284 55

（民間土木表）出来高ベース
表－１９　都道府県別・工事種類別－年度計工事費　

年度 工事種類 北海道 青森県
百万円 百万円

2020年度 合計 162,551 103,336

発電用土木 39,285
鉄道 38,417
土地造成・埋立 7,510

埠頭・港湾 11,429
道路 1,284
電気・通信等の電線路 31,097

管工事 2,004
ゴルフ場建設 409
構内環境整備 11,843

その他の土木 19,271

年度 工事種類 東京都 神奈川県

百万円 百万円
2020年度 合計 715,045 359,526

発電用土木 3,179
鉄道 338,827 170,167

土地造成・埋立 17,337
埠頭・港湾 3,817

（総合表）出来高ベース
表－１　地域別・種類別－月別工事費
地域 種類 2020年度 2020年 2020年 2020年 2020年

計 4月 5月 6月 7月
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

全国 総計 53,271,942 3,930,563 3,751,377 3,943,793 4,059,708
民間 29,526,621 2,392,110 2,322,220 2,376,665 2,416,362

建築 24,112,243 1,949,001 1,912,794 1,945,630 1,995,243

居住用 14,652,250 1,170,626 1,157,045 1,181,362 1,212,616
鉱業､建設業､製造業用 1,850,679 164,039 157,165 157,861 159,110
商業、サービス業用 7,157,046 580,467 566,328 572,146 587,856

その他 452,269 33,869 32,257 34,261 35,661
土木 5,414,377 443,109 409,427 431,035 421,119

公共 23,745,321 1,538,453 1,429,156 1,567,128 1,643,345
建築 4,201,889 334,516 320,679 334,521 345,206

居住用 488,157 38,768 37,389 39,591 42,296

その他 3,713,732 295,748 283,290 294,930 302,910
土木 19,543,433 1,203,937 1,108,478 1,232,607 1,298,140

一般 14,946,280 855,260 768,538 870,305 946,275

企業 4,597,153 348,678 339,939 362,302 351,865
（再掲）建築計 28,314,132 2,283,517 2,233,473 2,280,151 2,340,449

（再掲）土木計 24,957,810 1,647,047 1,517,904 1,663,642 1,719,259
北海道 総計 3,316,802 168,159 163,836 193,138 249,423

民間 1,127,944 81,909 81,708 90,850 103,417

建築 965,392 73,161 71,952 78,513 86,410
居住用 533,466 40,125 39,631 43,720 47,208
鉱業､建設業､製造業用 67,174 6,558 6,347 6,981 7,190

商業、サービス業用 311,083 22,791 22,876 24,139 26,895
その他 53,670 3,687 3,098 3,673 5,117

土木 162,551 8,748 9,756 12,338 17,007
公共 2,188,858 86,250 82,128 102,288 146,006

建築 234,513 16,405 16,765 18,865 21,189

居住用 45,739 3,298 3,285 4,066 4,836
その他 188,774 13,107 13,480 14,799 16,352

土木 1,954,345 69,845 65,363 83,423 124,817

一般 1,757,595 55,344 50,306 67,666 108,127
企業 196,750 14,501 15,058 15,757 16,690

（再掲）建築計 1,199,905 89,566 88,717 97,377 107,598
（再掲）土木計 2,116,896 78,594 75,119 95,761 141,824

東北 総計 5,613,526 391,715 360,698 394,533 420,204

民間 2,022,755 161,568 154,782 163,639 172,490
建築 1,455,045 115,433 112,078 118,633 125,032

居住用 853,422 71,354 70,018 72,025 73,125

鉱業､建設業､製造業用 153,453 13,970 12,015 12,373 12,717
商業、サービス業用 389,337 25,815 25,998 29,315 34,450

その他 58,832 4,294 4,047 4,920 4,740

（総合表）出来高ベース

表－２　都道府県別・種類別－月別工事費

都道府県 種類 2020年度 2020年 2020年 2020年 2020年

計 4月 5月 6月 7月

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

北海道 総計 3,316,802 168,159 163,836 193,138 249,423

民間 1,127,944 81,909 81,708 90,850 103,417

建築 965,392 73,161 71,952 78,513 86,410

居住用 533,466 40,125 39,631 43,720 47,208
鉱業､建設業､製造業用 67,174 6,558 6,347 6,981

商業、サービス業用 311,083 22,791 22,876 24,139 26,895

その他 53,670 3,687 3,098 3,673

土木 162,551 8,748 9,756 12,338 17,007

公共 2,188,858 86,250 82,128 102,288 146,006

建築 234,513 16,405 16,765 18,865 21,189

居住用 45,739 3,298 3,285 4,066

その他 188,774 13,107 13,480 14,799 16,352

土木 1,954,345 69,845 65,363 83,423 124,817

一般 1,757,595 55,344 50,306 67,666 108,127
企業 196,750 14,501 15,058 15,757 16,690

（再掲）建築計 1,199,905 89,566 88,717 97,377 107,598

（再掲）土木計 2,116,896 78,594 75,119 95,761 141,824

青森県 総計 582,532 48,201 37,703 41,999 47,863

民間 277,617 24,653 22,485 24,449 26,204

建築 174,282 14,507 13,681 14,920 15,978

居住用 106,738 9,535 9,017 9,659

鉱業､建設業､製造業用 14,144 1,199 1,137 1,232

商業、サービス業用 43,705 3,007 2,833 3,215
その他 9,695 766 694 814

土木 103,336 10,146 8,804 9,529 10,226

公共 304,915 23,547 15,219 17,550 21,658

建築 71,178 8,697 5,404 4,954

居住用 9,154 2,510 865 467

その他 62,024 6,187 4,539 4,487

土木 233,736 14,850 9,815 12,596 16,432

一般 212,158 13,014 8,562 11,225 14,868

企業 21,578 1,836 1,252 1,370

（再掲）建築計 245,460 23,204 19,085 19,874 21,204
（再掲）土木計 337,072 24,996 18,618 22,124 26,658

岩手県 総計 934,372 65,668 57,874 66,378 68,437

民間 267,259 22,431 18,659 20,812 22,321

建築 200,549 17,039 13,787 15,622 17,009

居住用 118,201 9,776 9,284 9,851 10,444

鉱業､建設業､製造業用 21,252 2,981 1,427 1,402

商業、サービス業用 47,976 3,330 2,401 3,281

その他 13,120 951 676 1,089

土木 66,710 5,392 4,872 5,190
公共 667,113 43,237 39,215 45,566 46,116

建築 50,212 2,960 2,954 4,349

公共表（表－3,表－4,表－5,表－6,表－7）

（公共表）出来高ベース

表－４　都道府県別・工事種類別－年度計工事費　

年度 工事種類 北海道 青森県 岩手県 宮城県

百万円 百万円 百万円 百万円

2020年度 合計 2,168,673 304,491 671,464 821,926

土木 1,958,018 234,564 618,888 710,965

治山・治水 420,657 21,910 89,104 84,891

農林水産 485,879 34,091 27,426 37,101

道路 452,807 109,437 298,097 206,339

港湾・空港 77,817 15,704 15,300 21,137

下水道 69,112 11,654 16,790 101,891

公園 67,810 2,399 11,765 19,192

災害復旧 115,259 1,055 69,557 130,422

土地造成 8,096 1,543 23,890 22,045

鉄道・軌道 89,937 2,925 91 2,446

電気・ガス 818 0 412

上・工業用水道 107,562 13,821 26,926 44,709

廃棄物処理 10,071 851 2,727 4,672

維持補修 18,449 5,970 6,668 12,404

その他 33,744 13,204 30,135 23,081

建築 210,655 69,928 52,576 110,961

居住用 47,099 6,314 4,581 6,777

その他 163,556 63,613 47,995 104,184

年度 工事種類 東京都 神奈川県 新潟県 富山県

百万円 百万円 百万円 百万円

2020年度 合計 2,078,833 1,242,221 520,129 248,974

土木 1,484,020 1,066,928 459,829 218,896

治山・治水 118,412 21,192 89,058 27,837

農林水産 3,397 3,878 57,471 30,812

道路 425,679 522,429 166,210 99,740

（公共表）出来高ベース

表－５　発注者別・工事種類別－月別工事費　
発注者 工事種類 2020年度 2020年 2020年

計 4月 5月

百万円 百万円 百万円
国 合計 5,131,785 305,695 292,658

土木 4,730,627 277,709 267,642
治山・治水 958,978 45,479 42,057

農林水産 399,886 16,325 10,833

道路 2,177,128 143,521 142,836
港湾・空港 378,753 31,324 31,271

下水道 0 0 0

公園 8,516 457 330
災害復旧 205,409 10,038 11,234

土地造成 1,939 16 0
鉄道・軌道 329 0 0

電気・ガス 0 0 0

上・工業用水道 0 0 0
廃棄物処理 0 0 0

維持補修 34,935 1,754 1,990

その他 564,754 28,795 27,091
建築 401,158 27,986 25,016

居住用 55,166 2,726 2,428

その他 345,992 25,260 22,588
独法・政府企業等 合計 3,452,705 272,511 266,984

土木 2,923,538 230,456 228,488
治山・治水 70,764 6,733 6,209

農林水産 32,381 1,893 2,175

道路 1,958,902 151,894 150,112
港湾・空港 22,232 2,310 2,299

（公共表）出来高ベース
表－６　地域別・発注者別－月別工事費　

地域 発注者 2020年度 2020年 2020年 2020年
計 4月 5月 6月

百万円 百万円 百万円 百万円

全国 合計 23,720,508 1,487,714 1,369,450 1,521,040
国 5,131,785 305,695 292,658 328,687

独法・政府企業等 3,452,705 272,511 266,984 286,832

都道府県 6,329,195 373,437 320,882 360,736
市区町村 6,289,938 359,080 322,453 370,065

地方公営企業 1,973,928 138,488 128,996 134,670
その他 542,958 38,504 37,478 40,051

北海道 合計 2,168,673 83,338 78,503 98,613

国 785,062 30,478 24,571 31,430
独法・政府企業等 181,725 13,952 14,672 15,084

都道府県 651,866 18,245 14,871 21,515
市区町村 488,845 16,396 20,818 26,633

地方公営企業 43,920 2,983 2,423 2,768

その他 17,256 1,284 1,148 1,183
東北 合計 3,560,379 223,628 196,164 222,293

国 1,158,098 63,667 60,861 71,272

独法・政府企業等 415,876 30,133 28,956 32,931
都道府県 1,052,637 68,591 59,385 65,383

市区町村 749,425 49,077 37,541 42,288
地方公営企業 129,358 8,399 6,338 7,034

その他 54,985 3,761 3,083 3,383

北関東 合計 1,787,020 107,777 99,843 112,244

（公共表）出来高ベース

表－７　都道府県別・発注者別－年度計工事費　
年度 発注者 北海道 青森県 岩手県 宮城県

百万円 百万円 百万円 百万円
2020年度 合計 2,168,673 304,491 671,464 821,926

国 785,062 48,336 270,911 113,624

独法・政府企業等 181,725 19,382 64,522 140,753
都道府県 651,866 121,284 179,812 263,500

市区町村 488,845 90,420 114,259 265,028
地方公営企業 43,920 14,245 32,831 21,226

その他 17,256 10,823 9,129 17,795

年度 発注者 東京都 神奈川県 新潟県 富山県

百万円 百万円 百万円 百万円
2020年度 合計 2,078,833 1,242,221 520,129 248,974

国 259,830 162,754 133,144 38,316
独法・政府企業等 307,713 345,920 54,284 39,784

都道府県 525,686 39,477 159,047 88,852
市区町村 369,693 409,311 141,531 69,729

地方公営企業 533,291 260,761 25,242 6,791

その他 82,620 23,997 6,881 5,502

民間土木表（表－15,表－16,表－17,表－18,表－19）

表番号 内容

表－１

地域別に民間建築（居住用、居住用
以外）、民間土木、公共建築（居住
用、居住用以外）、公共土木（国、独
立行政法人、都道府県、公営企業
等）ごとの月別出来高をまとめたも
の

表－２

都道府県別に民間建築（居住用、居
住用以外）、民間土木、公共建築
（居住用、居住用以外）、公共土木
（国、独立行政法人、都道府県、公
営企業等）ごとの月別出来高をまと
めたもの

表番号 内容

表－3
地域別に公共土木工事（治山・治水、道路、港湾・空港等）
及び公共建築工事（居住用、居住用以外）ごとの月別出来
高をまとめたもの

表－4
都道府県別に公共土木工事（治山・治水、道路、港湾・空
港等）及び公共建築工事（居住用、居住用以外）ごとの月
別出来高をまとめたもの

表－5

発注者別（国、独立行政法人、都道府県、公営企業等）に
公共土木工事（治山・治水、道路、港湾・空港等）及び公共
建築工事（居住用、居住用以外）ごとの月別出来高をまと
めたもの

表－6 地域別に発注者ごとの月別出来高をまとめたもの

表－7 都道府県別に発注者ごと月別出来高をまとめたもの

表番号 内容

表－15 地域別に発注者（農林漁業、鉱業・建設業等）ごとの月別出来高
をまとめたもの

表－16 都道府県別に発注者ごとの月別出来高をまとめたもの

表－17 発注者別に工事種類（発電用土木、鉄道等）ごとの月別出来高
をまとめたもの

表－18 地域別に工事種類ごと月別出来高をまとめたもの

表－19 都道府県別に工事種類ごと月別出来高をまとめたもの



[参考]建設工事受注動態統計調査における推計方法の変更概要

建設業許可業者（母集団） 約47万業者

調査対象業者 約11万業者

回答業者 約７万業者

うち完成工事高１億円以上（母集団）
約４万業者

調査対象業者
約１．２万業者

回答業者

約０．７万
業者

未回収業者を含めた調査対象
業者全体の受注額を推計
→回収率の逆数を乗じる処理

建設業許可業者（母集団） 約47万業者

調査対象業者 約11万業者

回答業者 約７万業者

うち完成工事高１億円以上（母集団）
約４万業者

調査対象業者
約１．２万業者

回答業者

約０．７万
業者

建設業許可業者（母集団） 約47万業者

調査対象業者 約11万業者

回答業者 約７万業者

うち完成工事高１億円以上（母集団）
約４万業者

調査対象業者
約１．２万業者

回答業者

約０．７万
業者

約３万業者

R3.4～

41.2 ※

※乗率イメージ（実際は階層別等ごとに計算）

H12.4～ H25.4～

未回答業者（約3万業者）をゼロで
はなく一定の数値で補完
→受注統計の推計も同様に変更

※乗率イメージ（実際は階層別等ごとに計算）

4711 ※

※乗率イメージ（実際は階層別等ごとに計算）

41.2 ※

4711 ※

1.20.7 ※

41.2 ※

4711 ※

1.20.7 ※

建設工事施工統計調査

建設工事受注動態統計調査

H25.4の変更

R3.4の変更

R2(新推
計)

※R2年度の施工元請はR3年度末予定

(年度)

107 ※
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予定工期 着工月 2ヶ月 3ヶ月 4ヶ月 5ヶ月 6ヶ月 7ヶ月 8ヶ月 9ヶ月 10ヶ月 11ヶ月 12ヶ月 13ヶ月 14ヶ月 15ヶ月 16ヶ月 17ヶ月 18ヶ月 19ヶ月 20ヶ月 21ヶ月 22ヶ月 合計

2ヶ月 43.1 53.4 3.4 100.0

3ヶ月 21.7 45.2 29.7 3.4 100.0

4ヶ月 13.6 29.5 34.0 19.4 3.4 100.0

5ヶ月 9.7 19.8 28.1 24.8 14.2 3.4 100.0

6ヶ月 7.5 14.2 21.5 23.8 18.6 11.0 3.4 100.0

7ヶ月 6.1 10.7 16.4 20.3 19.5 14.6 9.0 3.4 100.0

8ヶ月 5.1 8.5 12.8 16.7 18.1 16.0 11.8 7.6 3.4 100.0

9ヶ月 4.4 7.0 10.3 13.7 15.9 15.7 13.3 9.8 6.6 3.4 100.0

10ヶ月 3.9 5.9 8.5 11.3 13.6 14.5 13.6 11.2 8.4 5.8 3.4 100.0

11ヶ月 3.4 5.1 7.1 9.5 11.7 13.0 13.0 11.8 9.6 7.3 5.2 3.4 100.0

12ヶ月 3.1 4.4 6.1 8.1 10.0 11.5 12.1 11.6 10.3 8.4 6.4 4.7 3.3 0.2 100.0

13ヶ月 2.8 3.9 5.3 6.9 8.6 10.1 11.0 11.1 10.4 9.0 7.4 5.7 4.2 3.1 0.4 100.0

14ヶ月 2.6 3.5 4.7 6.1 7.5 8.9 9.9 10.4 10.2 9.3 8.0 6.6 5.1 3.9 2.9 0.6 100.0

15ヶ月 2.4 3.2 4.2 5.3 6.6 7.9 8.9 9.6 9.7 9.2 8.4 7.2 5.9 4.7 3.6 2.7 0.7 100.0

16ヶ月 2.2 2.9 3.8 4.8 5.9 7.0 8.0 8.7 9.1 9.0 8.4 7.5 6.5 5.3 4.3 3.3 2.6 0.9 100.0

17ヶ月 2.1 2.7 3.4 4.3 5.2 6.2 7.2 8.0 8.4 8.6 8.3 7.7 6.8 5.9 4.9 3.9 3.1 2.4 1.0 100.0

18ヶ月 1.9 2.5 3.1 3.9 4.7 5.6 6.5 7.2 7.8 8.1 8.0 7.7 7.0 6.2 5.4 4.5 3.7 2.9 2.3 1.1 100.0

19ヶ月 1.8 2.3 2.9 3.5 4.3 5.1 5.8 6.6 7.2 7.6 7.7 7.5 7.1 6.5 5.7 4.9 4.1 3.4 2.8 2.2 1.2 100.0

20ヶ月 1.7 2.1 2.7 3.2 3.9 4.6 5.3 6.0 6.6 7.0 7.3 7.3 7.0 6.6 6.0 5.3 4.5 3.8 3.2 2.6 2.1 1.3 100.0

〇 工事１件毎の請負契約額（＝着工相当額）を月別出来高に展開するために用いる「進捗率」は、Ｈ３０
年度に実施した建設工事進捗率調査によって作成されたもの

〇 具体的には、工事区分・工事種類ごとにある進捗率表に予定工期（完成予定時期－調査票提出年
月）を当てはめる事で進捗率を決定する（予定工期が96ヶ月以上の場合は、予定工期96ヶ月で処理
される）。

進捗率について（参考）

進捗率表

（％）
進捗率（［工事区分］新設、［工事種類］橋梁・高架構造物工事 (公共工事)）

＜進捗率の例 （［工事区分］新設、［工事種類］橋梁・高架構造物工事 (公共工事)、［予定工期］12ヶ月）＞
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国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年３月24日（火）18:30～20:30 

２ 場所 

オンライン 

３ 相手方 

美添座長、稲葉委員、川崎委員、西郷委員、土屋委員、樋田委員、舟岡委員、 

西牧委員補佐 

４ 議事概要 

各委員より、遡及改定に向けた推計手法の案について説明があり、推計手法のあり

方について委員間で意見交換が行われた。 

 

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年３月28日（月）15：00～20:00 

２ 場所 

中央合同庁舎2号館共用会議室5 

３ 相手方 

美添座長、稲葉委員、川崎委員、西郷委員、土屋委員、樋田委員、舟岡委員、 

西牧委員補佐 

４ 議事概要 

各委員より、遡及改定に向けた推計手法の案について説明があり、推計手法のあり

方について委員間で意見交換が行われた。 

  

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年４月４日（月）17:00～19:00 

２ 場所 

オンライン 

３ 相手方 

美添座長、稲葉委員、川崎委員、西郷委員、土屋委員、樋田委員、舟岡委員、 

西牧委員補佐 

４ 議事概要 

美添座長より、各委員からの提案を踏まえた遡及改定の方針（案）について説明が

あり、委員間で意見交換が行われた。 

 

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年４月６日（水）17:00～19:00 

２ 場所 

オンライン 

３ 相手方 

美添座長、稲葉委員、川崎委員、西郷委員、土屋委員、樋田委員、舟岡委員、 

西牧委員補佐 

４ 議事概要 

前回に引き続き、美添座長より、各委員からの提案を踏まえた遡及改定の方針（案）

について説明があり、委員間で意見交換が行われた。 

  

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年４月11日（月）14:00～16:00 

２ 場所 

オンライン 

３ 相手方 

美添座長、稲葉委員、川崎委員、西郷委員、土屋委員、樋田委員、舟岡委員、 

西牧委員補佐 

４ 議事概要 

前回に引き続き、美添座長より、各委員からの提案を踏まえた遡及改定の方針（案）

について説明があり、委員間で意見交換が行われた。 

 

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年４月13日（水）17:00～19:00 

令和４年４月14日（木）14:00～16:00 

２ 場所 

オンライン 

３ 相手方 

美添座長、稲葉委員、川崎委員、西郷委員、土屋委員、樋田委員、舟岡委員、 

西牧委員補佐 

４ 議事概要 

前回に引き続き、美添座長より、各委員からの提案を踏まえた遡及改定の方針(案）

について説明があり、委員間で意見交換が行われた。 

また、第２回検討会議（4/15（金））に向けた事前の打合せを行った。 

 

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年４月15日（金）17:00～19:00 

２ 場所 

中央合同庁舎２号館１階共用会議室５ 

３ 相手方 

美添座長、稲葉委員、川崎委員、西郷委員、土屋委員、樋田委員、舟岡委員、 

西牧委員補佐 

４ 議事概要 

第２回検討会議（15：00-17：00）終了後、今後の進め方について意見交換を行った。 

 

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年４月18日（月）16:00～18:00 

２ 場所 

オンライン 

３ 相手方 

土屋委員 

４ 議事概要 

土屋委員に、建設総合統計の遡及改定に向けた指導・助言をいただいた。 

 

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年４月21日（木）17:00～19:00 

２ 場所 

オンライン 

３ 相手方 

美添座長、稲葉委員、川崎委員、西郷委員、土屋委員、舟岡委員、西牧委員補佐 

４ 議事概要 

美添座長より、報告書（案）について説明があり、委員間で意見交換が行われた。 

 

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年４月25日（木）15:00～17:00 

２ 場所 

オンライン 

３ 相手方 

美添座長、川崎委員、西郷委員、樋田委員、舟岡委員、西牧委員補佐 

４ 議事概要 

前回に引き続き、報告書（案）について委員間で意見交換が行われた。 

また、第３回検討会議（4/27（水））に向けた事前の打合せを行った。 

 

以上 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年５月２日（月）18:00～20:00 

２ 場所 

オンライン 

３ 相手方 

土屋委員 

４ 議事概要 

4/18（月）に続き、土屋委員に、建設総合統計の遡及改定に向けた指導・助言をい

ただいた。 

以上 

 

 

  



 

 

国土交通省と遡及改定検討会議（※）構成員との打合せ概要 

（※）建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る遡及改定に関する検討会議 

 

１ 日時 

令和４年５月９日（月）13:00～15:00 

２ 場所 

オンライン（舟岡委員は来庁） 

３ 相手方 

美添座長、川崎委員、西郷委員、土屋委員、樋田委員、舟岡委員、西牧委員補佐 

４ 議事概要 

4/25（月）に続き、報告書（案）について委員間で意見交換が行われた。 

また、第４回検討会議（5/13（金））に向けた事前の打合せを行った。 

 

以上 

 


